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学校における交通安全教育

８

●文部科学省交通安全業務計画（交通安全対策基本法第24条第1項）
「学校においては、（中略） 交通社会の一員としての責任を自覚し、交通安全意識と交通マナーの向上に努め、相手の立場
を尊重する良き社会人を育成するため、家庭や地域社会との密接な連携を図りながら、幼児児童生徒の心身の発達段階や地域
の実情に応じ、交通安全教育を計画的かつ組織的に行うこと。」

●（ 国 ） 第２次学校安全の推進に関する計画（学校保健安全法第3条第2項）
施策目標５「全ての学校において、学校教育活動全体を通じた安全教育を実施する。」

●（学校）学校安全計画、危機管理マニュアル（学校保健安全法第27条、第29条）
各学校において、学校の安全に関する取組に関する年間計画（学校安全計画）、危険発生時に教職員がとるべき措置の内

容・手順を定めたマニュアル（危機管理マニュアル）の策定を義務付け。

学習指導要領を踏まえた交通安全教育の推進

交通安全教育に係る指導者の養成 交通安全教育に関する資料・教材の作成・配布等

○安全に関する指導⇒体育科（保健体育科）、家庭科及び特別活動の時間はもとより、各教科、道徳科、外国語活動、総合的
な学習の時間などにおいてもそれぞれの特質に応じて適切に行う

【小学校】
○交通事故や身の回りの生活の危
険が原因となって起こるけがの防
止には、周囲の危険に気づくこと、
的確な判断の下に安全に行動する
こと、環境を安全に整えることが
必要であることを理解すること

【中学校】
○交通事故や自然災害などによる傷害は、
人的要因や環境要因などが関わって発生
することについて理解を深めること

○交通事故等による傷害の多くは安全な行
動、環境の改善によって防止できること
について理解を深めること

【高等学校】
○交通事故を防止するには、車両の特性の理
解、安全な運転や歩行など適切な行動、自
他の生命を尊重する態度、交通環境の整備
が関わること。また、交通事故には責任や
補償問題が生じること。（二輪車や自動車
を中心に取り上げるものとする）

（例）体育科（保健体育科）において学校段階に応じて身に付けるべき事項の例

※安全教育＝交通安全教育、防災教育、防犯教育等

国
○学校安全指導者養成研修
→各都道府県・指定都市等の指導者（リーダー）
を養成 ※都道府県等の指導主事が参加

県
○学校安全教室推進事業（委託事業）
○都道府県等が独自で実施する研修
→各学校の中核となる教職員を養成

○教職員向け
学校安全資料

（冊子、DVD）

○児童生徒向け
指導用教材

（ﾘｰﾌﾚｯﾄ、DVD）

【幼稚園等】
○交通安全の習慣を
身に付けるように
すること
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具体的な取組内容

●平成24年4月 京都府亀岡市交通事故（児童・保護者3名死亡,7名負傷）
●教育委員会・学校・道路管理者・警察による小学校の通学路の緊急合同
点検を実施（平成24年５月30日文・国・警通知）（対策必要箇所
74,483箇所）
●文科省、国交省、警察庁が連携して、これらの対策必要箇所を毎年度フ
ォローアップするとともに、地域における継続的な取組として「通学路
交通安全プログラム」に基づく通学路の交通安全の推進体制を構築（平
成25年12月6日文・国・警通知）

学校安全総合支援事業
●学校種・地域の特性に応じた地域全体での学校安全推進体制の構築を図るため、学校安全
の組織的取組と外部専門家の活用を進めるとともに、各自治体内での学校間、関係機関の連携
を促進する取組を支援。当該地域をモデルとした取組を都道府県内に展開。
●通学路交通安全プログラムに基づいた学校と地域の関係機関が連携する地域の取組につい
ても支援。

（参考）関連する文部科学省の取組

＜推進体制の構築＞
市町村ごとに教育委員会、学校、PTA、警察、道路
管理者などの関係者を構成員とする協議会を設置。

＜基本的方針（通学路交通安全プログラム）の策定＞
●合同点検の実施方針
定期的な合同点検の実施時期、実施体制、実施方法等を定める

●通学路安全点検のためのPDCAサイクルの実施方針
合同点検の実施・対策の検討、対策の実施、対策効果の把握、
それを踏まえた対策の改善・充実を一連のサイクルとして繰り
返し実施することを取組の基本的な考え方として定める。

通学路の交通安全の確保に向けた取組状況（29年度末）

対策必要箇所への対応 対策済み 72,238箇所（97.0％）

推進体制の構築 構築済み1,680市町村（97.5％）
D：対策の実施

A：対策の改善・充実

P：合同点検の実施
対策の検討

C：対策効果の把握

通学路交通安全の推進
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市町村の学校・
関係機関の連携

・モデル地域の実践の共有と
普及

・各学校の取組や連携促進
等に係る指導・助言 等

市町村
教育委員会

モデル地域の取組
・カリキュラム・マネジメントの視点を
踏まえた安全教育の充実
・組織的取組による安全管理の充実
・PDCAサイクルに基づく検証・改善

等

外部専門家等
による助言等

各学校

警
察

通学路交通安全プログラムの推進

安全確保のための
方策を取っている学校 集団登下校

ボランティア等による
同伴又は見守り

スクールバス

小学校 97.0% 63.1% 89.4% 15.7%

中学校 70.2% 10.4% 57.5% 15.5%

幼稚園 97.6% 10.8% 79.0% 55.4%

登下校中の安全確保のための方策の実施状況

出所：学校安全の推進に関す
る計画に係る取組状況調査



大津市での事故を受けた対応

●5月10日付で全国の教育委員会等に対し、改めて幼稚園における安全管理について周知徹底。
●各都道府県等の安全教育担当者を集めた会議で改めて交通事故防止を周知、対策促進。
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児童生徒等の交通事故死者数・負傷者数の推移
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※合 計 87
×高校生 38
■小学生 26
◆就園児 13
△中学生 10
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警察庁交通局「交通統計」を基に文科省作成
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児童生徒等の交通事故の現状

幼児（就園児）の交通事故の特徴

●時間帯では、16~18時台が多く、次いで8~10時台、14~16時が多い。
●幼児（就園児）の死亡・重傷者数は長期的には減少傾向。

警察庁交通局「交通統計」を基に文科省作成
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児童生徒等の交通事故の現状

小学生の交通事故の特徴
●低学年に歩行中の交通事故が多
い。
●月別では、４月～６月と10月・11
月が多い。時間帯では、15～17時台
が多く、次いで７時台が多い。
●小学生の死亡・重傷者数は長期的
には減少傾向。

警察庁交通局「歩行中児童の交通事故の特徴等
について」（H31.３.28）を基に文科省作成
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学習指導要領における交通安全教育

幼稚園教育要領（平成29年３月）抜粋
第２章 ねらい及び内容
健康
３ 内容の取扱い

(6) 安全に関する指導に当たっては，情緒の安定を図り，遊びを通して安全について
の構えを身に付け，危険な場所や事物などが分かり，安全についての理解を深める
ようにすること。また，交通安全の習慣を身に付けるようにするとともに，避難訓
練などを通して，災害などの緊急時に適切な行動がとれるようにすること。

幼稚園教育要領（平成29年3月）における記載

【幼稚園教育要領解説（抄）】

(１０) 危険な場所，危険な遊び方，災害時などの行動の仕方が分かり，安全に気を付けて行動する。

幼稚園生活の中で，危険な遊び方や場所，遊具などについてその場で具体的に知らせたり，気付かせたりし，状況に応じて安全な行動が
とれるようにすることが重要である。さらに，交通安全の指導や避難訓練などについては，長期的な見通しをもち，計画的に指導すると同
時に，日常的な指導を積み重ねることによって，安全な交通の習慣や災害などの際の行動の仕方などについて理解させていくことも重要
である。

（中略）

また，幼児にとって，交通安全の習慣を身に付けること，災害時の行動の仕方や様々な犯罪から身を守る対処の仕方を身に付けること
は，安全な生活を送る上で是非とも必要なことである。安全な交通の習慣や災害，あるいは不審者との遭遇などの際の行動の仕方などに
ついては，幼稚園のある地域の特徴を理解し，それに対応した内容を計画的に指導するとともに，幼稚園全体の教職員の協力体制や家
庭との連携の下，幼児の発達の特性を十分に理解し，日常的な指導を積み重ねていくことが重要である。

７
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学習指導要領における交通安全教育

【体育】

〔第５学年及び第６学年〕

２ 内容

Ｇ 保健

（２） けがの防止について，課題を見付け，その解決を目指した活動を通して，次の事項を身に付けることができるよう指導する。

ア けがの防止について理解するとともに，けがなどの簡単な手当をすること。

(ｱ)交通事故や身の回りの生活の危険が原因となって起こるけがの防止には，周囲の危険に気付くこと，的確な判断の下に

安全に行動すること，環境を安全に整えることが必要であること。

(ｲ) けがなどの簡単な手当は，速やかに行う必要があること。

イ けがを防止するために，危険の予測や回避の方法を考え，それらを表現すること。

小学校学習指導要領（平成29年3月告示第63号）における記載例

【小学校学習指導解説（抄）】

(ｱ) 交通事故や身の回りの生活の危険が原因となって起こるけがとその防止

㋐ 毎年多くの交通事故や水の事故が発生し，けがをする人や死亡する人が少なくないこと，また，学校生活での事故や，犯罪被害が発
生していることを理解できるようにするとともに，これらの事故や犯罪,それらが原因となるけがなどは，人の行動や環境が関わって発生して
いることを理解できるようにする。

㋑ 交通事故や身の回りの生活の危険が原因となって起こるけがを防止するためには，周囲の状況をよく見極め，危険に早く気付いて，的
確な判断の下に安全に行動することが必要であることを理解できるようにする。その際，交通事故の防止については，道路を横断する際
の一時停止や右左の安全確認などを，学校生活の事故によるけがの防止については，廊下や階段の歩行の仕方，運動場などでの運動
や遊び方などを，犯罪被害の防止については，犯罪が起こりやすい場所を避けること，犯罪に巻き込まれそうになったらすぐに助けを求め
ることなどを取り上げるようにする。なお，心の状態や体の調子が的確な判断や行動に影響を及ぼすことについても触れるようにする。

㋒ 交通事故，水の事故，学校生活の事故や，犯罪被害の防止には，危険な場所の点検などを通して，校舎や遊具など施設・設備を安
全に整えるなど，安全な環境をつくることが必要であることを理解できるようにする。その際，通学路や地域の安全施設の改善などの例か
ら，様々な安全施設の整備や適切な規制が行われていることにも触れるようにする。
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